


Ⅲ.申請事業

入力数 300 字

ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親の就労支援をしているNPO等のネットワークをつくる。

ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親の就労の機会や場の確保を支援する。

ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親の就労支援の先駆的な事例を紹介する。

「NPO等が生み出す新しい活動様式」プロジェクト推進のノウハウと当協会のネットワークを活かし、実行団体の新たな挑戦を支援する。

入力数 200 字
Ⅳ.実行団体の募集

(3)申請数確保に向けた
 工夫

ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親家庭への支援を行っている団体にDMを送る。
ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親家庭への就労支援を行っている全国組織等にDMを送り、電話やメールなどで事業の説明をする。
ホームレス、ニート、非行少年、障がいをもつ少年、ひとり親家庭への支援を行っている団体に案内し、公募前後にセミナーを開催する。その内容を動画配信する。
全国約550か所のNPO支援センターにチラシの配布とメールリストなどの配信を行う。
当協会のメルマガ（約５０００通、NPO関係者、企業関係者、自治体関係者等）にて配信する。
公募開始後説明会を開催する。個別相談会を開催する。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査構
成、留意点等）

審査委員はNPO等の研究者、実践者等4名とする。（外部審査委員を3名以上）審査基準は公表する。地域資源を活かした就労支援の仕組みづくりを重視する。
2月中旬 採択結果がでていなくても、公募関係様式作成、すでにあるDM発送先リストの点検、新たなリストの作成、セミナー準備をおこなう。本事業の終了が2022年3月
末であることを鑑み「NPO等が新しい活動様式を生み出す」プロジェクトのノウハウを活かし、契約成立後公募が迅速にできるように準備をしておく。
2月下旬 公募開始（公募要項等公開）、2月下旬から3月上旬説明会、相談会、セミナー開催
3月中旬公募締切、3月中旬から3月下旬 審査期間（書類審査、プレゼンテーション（プレゼンと質疑の時間は多くとる）、3月下旬審査結果公表
申請数が多い場合は、1次審査は書類審査、2次審査はプレゼンテーション審査とする。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
コロナ禍だからこそ、生活困窮者に対する直接的な食事提供や生活費等貸付でなく、自立にむけて就労支援が重要である。既存のサービス提供にとどまらず、地域の建物や知的財産等を活用する。地域
には、臨床心理士、社会福祉士、障害者自立支援施設職員、高齢者施設職員など本業で支援職についている人がたくさんいる。地域でホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親家庭
が働くことができる機会や場が増えている。

(1)採択予定実行団体数 ５～７ (２) １実行団体当たり助成金額 500万～１０００万

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

対象になる人に対する指標が設定されている。
地域で就労支援のネットワークができている。
新たに就労できた人の数
地域で新たに就労を受け入れる事業者が増えている。
事例集に対して、意見や感想が寄せられている。

指標の数
ネットワークの数
就労者数
事業者の数
意見の数

実行団体からの報告
実行団体からの報告
アンケート
実効団体と調査
アンケート

１０
２５
１５
１５
３０

2022年3月
2022年3月
2022年3月
2022年3月
2022年3月

NPO等や地域の民生委員、学校、各行政機関、小規模事業所、中小企業、商店街連合会等による幅広い人と組織のパートナーシップ形成を支援する。 2021年4月～2022年2月

2021年4月～2022年2月

2021年4月～2022年2月

2021年4月～2022年2月

2021年4月～2022年2月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

ホームレス、ニート、非行少年、障がいを持つ少年、ひとり親が自立するための指標の設定と現状値調査を支援する。 2021年4月～2021年12月

３ ひとり親家庭の就労支援・自立支援 2022年3月

４ その他困難を抱える人の就労支援・自立支援 2022年3月

一般的に就労支援は「集めて仕事を提供する場」が不可欠となっていて、そこまで来てもらうことが前提となり、来れない人に対しては支援ができないという限界がある。ところが日本でもいくつかの
有効な事例がみられる。ホームレス支援に関しては、ビジネスホテルを改修し生活の場の提供と生活のリズムをつくることから支援をはじめ、一貫して働けるように寄り添い続ける。ニートであらば、
悪い仲間から救い出し、仕事を共に探し、衣類も準備し、面接を応援し、仕事が継続できるように寄り添う。また、地域のボランティアがサポーターになり、地域の商店街や工場などの就労先を探し地
域が若者を支えていく事例もある。このような活動を広げていく。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

1 ホームレスの就労支援・自立支援 2022年3月

２ ニート、非行少年、障がいを持つ少年の就労支援・自立支援 2022年3月

(1)申請事業の概要



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

２０１０年、２０１１年、内閣府地域社会雇用創造事業インターシップ事業、２０１１年埼玉県「平成23年度埼玉県ＮＰＯ等人材開発支援事業」、２０１２年岩手県「被災者のコミュニティ形成支援と
地域産業である農業の新展開プロジェクト」、２０１２年宮城県「ＮＰＯ等の経営力強化プロジェクト業務」、２０１２年 復興支援型内閣府地域社会雇用創造事業、２０１２年～２０１９年熊本県
「ＮＰＯ等のマネージメント能力向上支援事業」、２０１３年中央職業能力開発協会「緊急人材育成支援事業」（被災者就労支援）、２０１４年、２０１５年中小企業庁「地域創業促進支援事業」２０
１６年～現在、２０１６年「女性の力が生きる社会となるための女性起業家支援・就労支援事業」、東京都インキュベーション施設インキュベーションマネージャー、２０１７年～現在、東京都「女
性・若者・シニア創業サポート事業」ハンズオン支援

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定
も含む）

有 無
有の場合
その詳細

休眠預金新型コロナウィルス対応緊急支援助
成「新しい活動様式を生み出す事業」

２０１０年、２０１１年、内閣府地域社会雇用創造事業 起業支援金交付 １４７社（交付額263,000,000）
２０１２年 復興支援型内閣府地域社会雇用創造事業 起業支援金交付 ６３社(交付額157,500,000万）

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を受
けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制 認定特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会、全国女性会館協議会、

(3)想定されるリスクと管理体制
コロナウィルス感染拡大の第３波、４波も想定されるので、実行団体と密に連絡を取り、感染対策を取りながら実施していく。オンラインや電話を活用する。具
体的には、対面が必要な場合は健康チェックカードによる職員、及び実行団体、サービス利用者の体調管理。手指消毒、マスク着用の徹底。感染対策専門家と相
談をしながら事業を推進する。会計に関しては外部に本プロジェクトの監査を委託しダブル監査体制とする。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割 全体統括責任者1名、プログラムオフィサー２名、実務担当2名、会計担当者1名


